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深紫外 LED、レーザやテラヘルツ量子カスケードレーザ（THz-QCL）など未開拓波長の半導

体発光デバイスは、殺菌・浄水、医療分野、各種透視検査用の光源などをはじめ幅広い応用分野

での利用が期待されることから、それらの開発が急がれている。これらの新規デバイス実現のた

めには，低転位密度 AlN バッファー，高ホール濃度 p 型 AlGaN，ナノ構造光取出し機構、原子

層平坦多重超格子構造などが必要不可欠である。これらの結晶は従来までの結晶成長法では実現

が難しく、新たな特性や構造を有する結晶（特異構造結晶）の結晶作製技術を開拓しなければそ

の実現は難しい。本研究では、このような特異構造結晶の成長技術の開拓とそれを用いた新機能

光デバイスの実現を目的としている。 

本研究では，深紫外 LED（波長 220～350nm）の内部量子効率（IQE）と光取出し効率（LEE）

の向上に取り組んでいる。サファイア加工基板（PSS）上に AlNピラーアレイ構造を結晶成長し、

光取出しと高い IQE に適した低貫通転位 AlN-ELO バッファー構造を作製した。また、超格子 p

型 AlGaN層を形成し、深紫外波長で高い透明度を得ながら、ホールの横拡散が可能なコンタクト

層を実現した。これらの結晶を用いれば今後、IQEと LEEの向上により未踏の高効率（数十%）

深紫外 LED が期待できる。また、GaN 系半導体を用いた未踏周波数（5-12 THz）QCL の実現

に取り組んでいる。QCL実現のためには，原子一層精度で膜厚制御された多重超格子構造の形成

が必要不可欠である。本研究では，MBE 成長において「過渡的アニールドロップレット除去法

（DETA 法）」を用いて、原子一層精度の AlGaN 多重超格子構造を形成し、高い光利得を得る

ことで、未開拓周波数である5. 4～7 THzのQCL発振に世界初成功した。詳細は当日ご報告する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1. 特異構造結晶の結晶成長法の開拓による高効率深紫外デバイスと THz-QCL開発の概念 
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